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1. はじめに
本研究で扱う ｢都市｣ や ｢集積｣ に関する先行研究について見ると､ 都市研
究では､ これまで特に地理学の分野において､ 重力モデル､ 及び空間相互作用
モデルなどを用いて都市の魅力の大きさが説明されており､ 都市経済学の分野
では Thnen (1826) の農業立地モデル､ Weber (1909) の工業立地モデル､ L
sch (1962) の都市モデル､ Alonso (1964) の住宅立地モデルなど1)を踏まえ
て都市の立地構造を明らかにしようとする試みがなされてきた｡
集積については従来から立地論の観点で､ 工業や商業についてWeber (1909)､
Hoover (1937)､ 及び Isard (1956) などによって論じられている2)｡
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いとは言えない｡
集積の経済､ または集積の効果について ｢観光｣ に焦点を当てて考えてみる


































で表される｡ ただし､ ⊿Pt は都市の観光旅行者数の増減の差､ Pt は t 期の都













で表される｡ それゆえ (3) 式から､
log PtP0
＝(a－bL ) t (4)

















とすれば､ を純外部経済効果と呼ぶことができる､ (6) 式によって (5) 式
は､
Pt＝P0et (7)
と書き換えることができ､ を推計するために､ (7) 式を対数線形で表すと､
logPt＝logP0＋t (8)
となる｡








次いで､ (公) 日本観光振興協会 (『数字で見る観光』 2015 年度版､ 2016 年
度版) に掲載されている政令指定都市における観光入込客数データ (表 1) を
用いて､ 前節で構築した (8) 式を推計する7)｡ なお､ 参考として図 1 には政令
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指定都市の位置を示した｡
2009 年 12 月に観光庁によって策定された ｢観光入込客統計に関する共通基
準｣ により､ 2010 年以降､ 多くの政令指定都市がこの基準を採用し､ 観光入
込客数に関する統計手法の変更が実施されている｡
このような背景から､ ここでは以下の 7 点に留意しながら分析を進める｡
(1) 2010 年以降の各政令指定都市の観光入込客数のデータを用いて推計す





(3) 大阪市､ 及び堺市については 2011 年から 2018 年にかけてのデータが公
表されていないことにより､ この 2 つの都市を分析から除外すること｡
(4) 京都市については 2011 年､ 及び 2012 年のデータが公表されていないこ
とから､ 2013 年以降のデータを用いること｡
(5) 岡山市については 2012 年に観光入込客数に関する統計手法を変更して
いることから､ 2012 年以降のデータを用いること｡
(6) 北九州については 2011 年に観光入込客数に関する統計手法を変更して
いることから､ 2011 年以降のデータを用いること｡









札幌市 (9) logPt＝－50.747＋0.029t R2＝0.871
(－6.031) (6.889)
仙台市 (9) logPt＝－67.122＋0.037t R2＝0.602
(－2.122) (2.361)
さいたま市 (9) logPt＝－54.476＋0.031t R2＝0.764
(－4.168) (4.760)
千葉市 (9) logPt＝－13.169＋0.010t R2＝0.207
(－0.849) (1.350)
横浜市 (9) logPt＝－49.575＋0.029t R2＝0.602
(－2.784) (3.255)
川崎市 (9) logPt＝－70.861＋0.039t R2＝0.704
(－3.696) (4.078)
相模原市 (9) logPt＝－68.023＋0.037t R2＝0.401
(－1.963) (2.166)
新潟市 (9) logPt＝－53.691＋0.030t R2＝0.797
(－4.599) (5.240)
静岡市 (9) logPt＝22.694－0.007t R2＝0.138
(1.616) (－1.058)
浜松市 (9) logPt＝－85.834＋0.046t R2＝0.721
(－3.918) (4.258)
名古屋市 (9) logPt＝－93.068＋0.050t R2＝0.891
(－6.957) (7.577)
京都市 (6) logPt＝10.417－0.001t R2＝0.002
(0.536) (0.094)
神戸市 (9) logPt＝23.681－0.008t R2＝0.020
(0.568) (－0.383)
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岡山市 (7) logPt＝－116.897＋0.061t R2＝0.580
(－2.488) (2.627)
広島市 (9) logPt＝－58.762＋0.033t R2＝0.968
(－12.979) (14.541)
福岡市 (9) logPt＝－66.739＋0.037t R2＝0.982
(－17.544) (19.527)
北九州市 (8) logPt＝－23.352＋0.015t R2＝0.215
(－0.987) (1.283)









また､ 推計結果の特徴としては主に以下の 7 点が挙げられる｡
(1) 静岡市､ 京都市､ 神戸市､ 及び熊本市については､ 本モデルの適合度は
低く､ 純外部経済効果はマイナスである｡
(2) 岡山市は､ 純外部経済効果がデータを用いた 18 都市中最大となる 0.061
を示しているが､ 京都市､ 北九州市､ 熊本市と同様に時系列データが他
の都市よりも少ない｡




(4) 本モデルの適合度が比較的高い都市 (決定係数が 0.5 以上､ 0.8 未満)
は､ 仙台市､ さいたま市､ 横浜市､ 川崎市､ 新潟市､ 浜松市､ 岡山市
(岡山市はデータ数が少ない) である｡
(5) 純外部経済効果が 0.04 以上の都市は､ 浜松市､ 名古屋市､ 岡山市 (岡
山市はデータ数が少ない) である
(6) 純外部経済効果が 0.03 以上 0.04 未満の都市は､ 仙台市､ さいたま市､
川崎市､ 相模原市､ 新潟市､ 広島市､ 福岡市である｡
(7) 純外部経済効果がプラスで且つ 0.03 を下回る都市は､ 札幌市､ 千葉市､
横浜市､ 北九州市 (北九州市はデータ数が少ない) である｡
5. 結果の考察






存在しない都市であろう｡ また､ 熊本市は熊本地震により､ 2016 年の
観光入込者数が大幅に減少していることから､ 本モデル外の要因が大き
く影響している都市であると言え､ 京都市は2011年､ 及び 2012年のデー
タが公表されていないことから､ 他の都市と比較することは困難である｡
(2) の岡山市については 2012 年に観光入込客数に関する統計手法を変更し
ているために時系列データが 7 つしか存在しない｡
(3) で挙げた 4 つの都市は､ 推計式の決定係数の高さから本モデルの仮定に
適合した都市であると言えよう｡







(6) の中には､ さいたま市､ 川崎市､ 相模原市といった関東圏に属している
都市に加えて､ 東北地方最大の都市である仙台市､ 本州の日本海側にあ
る最大の都市であり､ 且つ唯一の政令指定都市である新潟市､ 中国地方
最大の都市である広島市､ 九州圏最大の大都市である福岡市の 3 都市が
含まれている｡
(7) に含まれる 4 つの都市は､ 特に工業が盛んな港湾都市であり､ その中で









2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
札 幌 市 1,261 1,217 1,304 1,356 1,342 1,365 1,388 1,527 1,585
仙 台 市 1,979 1,621 1,855 1,867 1,975 2,229 2,215 2,200 2,182
さいたま市 2,131 1,934 2,062 2,379 2,363 2,455 2,401 2,496 2,572
千 葉 市 2,557 2,167 2,371 2,358 2,255 2,315 2,537 2,545 2,573
横 浜 市 4,197 3,610 4,243 4,566 4,426 4,859 4,602 5,143 4,686
川 崎 市 1,316 1,316 1,416 1,448 1,504 1,516 1,549 1,998 1,628
相模原市 1,017 787 1,164 1,174 1,102 1,377 1,259 1,258 1,156
新 潟 市 1,552 1,563 1,670 1,714 1,845 2,006 1,861 1,862 1,955
静 岡 市 2,746 2,366 2,499 2,769 2,627 2,446 2,489 2,457 2,470
浜 松 市 1,498 1,300 1,659 1,750 1,852 1,828 1,962 2,136 1,881
名古屋市 3,530 3,326 3,494 3,580 3,965 4,331 4,727 4,728 4,729
京 都 市 4,955 － － 5,162 5,564 5,684 5,522 5,362 5,275
大 阪 市 11,600 － － － － － － － －
堺 市 706 － － － － － － － －
神 戸 市 3,179 1,849 1,957 2,287 2,233 2,308 2,167 2,394 2,205
岡 山 市 531 563 584 758 830 763 683
広 島 市 1,057 1,067 1,087 1,151 1,165 1,200 1,261 1,341 1,336
福 岡 市 1,642 1,678 1,740 1,782 1,855 1,974 2,050 2,134 2,141
北九州市 974 1,084 1,140 1,114 1,170 1,194 1,242 1,031
熊 本 市 533 547 523 544 557 561 460 502 495



















高いことに加えて､ 純外部経済効果も高いことが示された｡ それに対して､ 札
幌市､ 千葉市､ 横浜市のような工業が盛んな港湾都市については､ 純外部経済














＊ 本稿は 2018 年 11 月 17 日 (土)､ 18 日 (日) の二日間にわたり､ 南山大学において開




1 ) これらのモデルについては､ McCann (2001) および神頭 (2009) を参照されたい｡
2 ) これらの研究の多くは､ 西岡 (1993) によって整理されている｡
3 ) これらについては､ 例えば､ Krugman (1996)､ Fujita and Thisse (2013) がある｡
4 ) ここでの外部経済効果とは､ 市場を経ることなしにもたらされる正の便益 (例えば､ 公
共サービス､ 交通手段､ ホテル数の多さなど) を指す｡
5 ) ここでの外部不経済効果とは､ 市場を経ることなしにもたらされる負の便益 (例えば､
交通混雑､ ゴミ､ 犯罪など) を指す｡
6 ) 政令指定都市とは､ 地方自治法第 252 条の 19 による政令によって指定された人口 50 万
人以上の都市 (地理用語研究会編 『地理用語集』 山川出版社､ 2014 年､ p.177) を指す｡
7 ) 2015 年度､ 2016 年度､ 2017 年度､ 及び 2018 年度の観光入込客数のデータについては､
各政令指定都市のホームページを参照した｡
8 ) 統計手法の変更がなされなければ時系列データが 10 以上存在する都市もある｡
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